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たちかわ創生総合戦略期間の人口動向

立川市
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図表１ 総人口の推移（人）

（年）
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図表２ 出生数・死亡数及び自然増減の推移

出生数 死亡数 自然増減

（人）

（年）

たちかわ創生総合戦略 計画期間

たちかわ創生総合戦略 計画期間

●立川市の人口は一貫して増加
傾向で、2020年１月１日には
184,090人となった。

●総合戦略策定時と比較し5,000
人増加している。

●出生数は増減を繰り返しなが
ら、徐々に減少している。

●死亡数は、平成27（2015）年以
降、増加傾向にある。

●平成24（2012）年以降、自然減
が続き、減少幅は拡大傾向となっ
ている。

出典：立川市住民基本台帳

出典：都福祉保健局「人口動態統計」
（～2018年）、住民基本台帳速報値
（2019年）
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図表３ 転入者数・転出者数及び社会増減の推移

転出者数 転入者数 社会増減

（人）

（年）
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図表４ 年齢別社会増減の推移

2013年 総合戦略期間の平均

（人）

たちかわ創生総合戦略 計画期間

●転入者数は平成31（2019）年を
除いて微増傾向となっている。

●転出者数は増減を繰り返してい
るものの、9,500人ほどで推移して
いる。

●2013年以降は転入超過が継続
している。

●年齢別で見ると、計画期間中の
平均は５～９歳を除きすべての年代
で転入超過となっている。

●総合戦略のメインターゲットであ
る25～39歳の転出超過は抑制傾向
となっている。

●図表２と図表３から、本市の人口
増は、社会増によって支えられてい
ることがわかる。

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 2
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図表５-１ 性別・年齢別の人口移動

（男性、2019年）

多摩地域 東京都23区

埼玉、千葉、神奈川 地方部
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図表５-２ 性別・年齢別の人口移動

（女性、2019年）

多摩地域 東京都23区

埼玉、千葉、神奈川 地方部

（人）
●男女ともに10～20代で地方部から
の転入が多い。

●20代の転出先は男女ともに東京
23区が最も多い。また、女性の転出
超過が男性の２倍以上となってい
る。

●30～40代は転出超過であり、男性
の転出先が埼玉、千葉、神奈川（以
下、東京圏）と地方部が多いのに対
し、女性は東京圏と多摩地域が多
い。

図表６ 広域的な人口移動について
●純移動数の合計は大きく増加（+295）している。

●多摩地域と東京圏への純移動数は概ね横ばいと
なっている。

●総合戦略策定時と比較し、いずれの地域の純移動数
も増加している。特に東京23区の転出超過は半数以下
に抑制されており、また地方部からの転入超過は大きく
増加している。

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 3
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図表７ 総合戦略ベースモデルと出生率向上・転出抑制モデルの比較と総人口実績値

総人口実績値

ベースモデル（国立社会保障・人口問題研究所の推計に直近５年（2010→2015）

の移動率を反映）

出生率向上・転出抑制モデル

（出生率向上＋25～39歳移動率均衡）

≪ベースモデル≫
国立社会保障・人口問題研究所の
推計に直近５年(2010→2015)の純移
動率を反映

19,150人

●2060年までの本市の人口の将来展望のために総合戦略策定時に推計した社会・自然増減の見通しと2020年までの実績との
比較では、社会増の増加幅は大きく、自然減は減少幅が抑制して推移している。
●本市の令和２（2020）年時点の人口は184,090人となり、推計した同時点の人口よりも5,030人多くなった。

出典：たちかわ創生総合戦略、立川市住民基本台帳

≪出生率向上・転出抑制モデル≫
合計特殊出生率を2040年までに線形で1.62まで
向上、以後一定。25～39歳の純移動率を2025
年以降も低率で縮小させ、2060年にかけて均衡
に近づける

（年）

（人）
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図表９ 通勤流入者数

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

140%

160%

八
王
子
市

立
川
市

武
蔵
野
市

三
鷹
市

青
梅
市

府
中
市

昭
島
市

調
布
市

町
田
市

小
金
井
市

小
平
市

日
野
市

東
村
山
市

国
分
寺
市

国
立
市

福
生
市

狛
江
市

東
大
和
市

清
瀬
市

東
久
留
米
市

武
蔵
村
山
市

多
摩
市

稲
城
市

羽
村
市

あ
き
る
野
市

西
東
京
市

図表８ 多摩26市の滞在人口率 平成31（2019）年

平日 休日

地域経済分析システム「RESAS」をもとに立川市作成
滞在人口指標：指定地域の指定時間（14時）に滞在して
いた人数の月間平均値（平日・休日別）

●滞在人口率が平日、休日ともに120％
を超えているのは立川市のみで、休日は
140％を超えている。

●総合戦略策定時は、休日で最も割合が
高かったのは武蔵野市だったが、平成31
（2019）年においては、平日休日ともに本
市が最も高い。

●総合戦略策定時は平日が休日を上
回っていたが、平成31（2019）年は休日が
上回っている。

●本市に1,000人以上の通勤流入がある地
域は多摩地域だけでなく、近隣県にまたがっ
ている。

●通勤流入数で最も多いのは八王子市の
6,493人、次いで昭島市の5,436人、日野市
の4,239人となっている。

●これらの通勤流入者数の傾向は総合戦略
策定時とほぼ変わらない。

出典：地域経済分析システム「RESAS、2015年」

※平日は通勤・通学等による流入が多い傾向
※休日は買い物・観光等による流入が多い傾向
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図表10-2 通勤流出者割合

１位 昭島市 8.03％ ２位 八王子市 6.39％

３位 新宿区 5.78％ ４位 武蔵村山市 5.53％

５位 千代田区 4.83％ ６位 府中市 4.22％

７位 港区 3.71％ ８位 国立市 3.65％

９位 日野市 3.63％ 10位 小平市 3.19％

その他 51.06％

●通勤流入者割合は１位八王子市、
２位昭島市となっている。

●通勤流出者割合は１位昭島市、２
位八王子市となっている。昭島市に
は製造業の大規模な工場が集積し、
八王子市には小売業、飲食業、医療
といった本市と同じ傾向に加え、製造
業・建設業者の集積がある。

●通勤流入者割合の上位10自治体
はすべて多摩地域であるのに対し、
通勤流出割合の上位10自治体に
は、新宿区、千代田区、港区が入っ
ている。

●３区は卸・小売業、飲食・宿泊業が
多い地域であり、情報通信業と金融
業の集中がある。放送業の集中に付
随して情報通信サービスも集中して
いる。

出典：地域経済分析システム「RESAS」、平成26年商業統計 6
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図表10-1 通勤流入者割合

１位 八王子市 9.76％ ２位 昭島市 8.17％

３位 日野市 6.37％ ４位 東大和市 4.65％

５位 国分寺市 4.10％ ６位 国立市 4.07％

７位 武蔵村山市 4.06％ ８位 府中市 3.76％

９位 小平市 3.51％ 10位 青梅市 3.30％

その他 48.26％
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図表11 産業別就業者割合

分類不能の産業 第1次産業 第2次産業 第3次産業

●本市は第三次産業就業者が多く、卸売・小売業が最も多く、次に医療・福祉業、サービス業、飲食・宿泊業が多い。
●男性は、卸売・小売業が最も多い ●女性は医療・福祉業が最も多い
●職住近接の観点から、立川駅周辺の商業施設の集積、総合病院の集積が要因と考えられる。

出典：2015年国勢調査

（人）

（人）（人）
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図表12 第３次産業就業者の内訳
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図表13 第３次産業就業者内訳（男性）
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図表14 第３次産業就業者内訳（女性）
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図表15 産業別事業所数の推移
（各年４月１日現在活動中）

出典：市課税課 法人市民税資料「決算期別・産業別・法人件数調」

産業別事業所数の推移

サービス業

卸売・小売業

飲食・宿泊業

建設業

不動産業

製造業

情報通信業

医療・福祉業

その他

運輸業

金融・保険業

教育・学習支援業

●法人市民税課税上の区分での市内事業所
数については、サービス業、卸売・小売業、飲
食・宿泊業の順で事業所数が多くなっている。

●情報通信業が平成30（2018）年から平成31
（2019）年にかけて３件減少していることを除い
て、すべての産業で一貫して事業所数の増加
が続いている。

●事業所数が最も増えたのはサービス業の
540件、次に卸売・小売業の349件、次に飲食・
宿泊業の232件となり、件数の多い産業と傾向
が一致している。

●事業所の増加率が最も高いのは、医療・福
祉業の149.3％、次に不動産業の146.4％、次
に飲食・宿泊業の146.3％となった。増加率が
最も低い情報通信業においても117.4％となっ
ている。

●サービス業、卸売・小売業、飲食・宿泊業と
いった産業が集積していることから、多くの人
が訪れることでにぎわいが創出されており、
「交流都市」としての特徴が表れている。

（件）

（年度）
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